
IFRS導入におけるシステムへの対応

トーマツのシステム対応関連サービス
IFRS導入による影響が及ぶ領域は、企業の会計方針および財務報告プロセスにとどまらず、ITシステム、業務プロセ

ス、内部統制、経営管理、税務等の広範囲に及びます。特にITシステムへの対応は、長期間のプロジェクトとなる可能性

もあり、IFRS導入プロジェクトの成功を左右する重要な要因となります。

トーマツは、システム対応の調査・分析フェーズから維持・改善フェーズまでの各ステップにおいて、企業のニーズに合わ

せた一貫したサービスを提供します。

ITシステム・業務プロセスの全体ロードマップ

トーマツが提供するシステム対応関連サービス

Phase1　調査・分析 Phase2　導 入 Phase3　維持・改善

システム影響分析支援
システム影響分析の為の調査ポイント・調査方
法への助言、分析結果のレビュー等により、網
羅的かつ効率的な調査・分析を支援します。

システム対応方針作成支援
グループ各社の個社システムまたは連結シス
テムのいずれでIFRS対応するかの検討、複数
会計基準への対応、グループ内システムの統
一、等のシステム対応方針検討への助言によ
り、企業の実態を踏まえた最適なシステム対
応方針の作成を支援します。

システムロードマップ作成支援
経営戦略や他のシステムプロジェクトと整合
した、システムロードマップ作成への助言によ
り、効率的で投資効果の高いIFRS対応の実
現を支援します。

システム要件定義支援
システム要件定義が、決定された会計方針に
準拠しているかをレビューし、ITシステムの品
質確保を支援します。

内部統制構築支援
ITシステムおよび関連する業務プロセスの変
更にともなうIT統制の見直しへの助言によ
り、IFRS対応後の内部統制の有効性確保を
支援します。

データ移行検証支援
個別財務諸表から連結財務諸表へのデータ
集約・連携が適切か、あるいは並行稼動して
いるIFRSと現行基準との両データの整合性
が担保されているか等の検証により、財務諸
表の正確性確保を支援します。

システムの高度化・効率化支援
初年度適用後のシステム課題の洗い出し、IT
システムの高度化・効率化に向けた継続的な
助言を通じ、今後のさらなるグループ経営管
理の向上を支援します。

IFRS改訂への継続的な支援
IFRSは基準自体の改訂（新設）が継続的に行
われます。
IFRSの改訂がITシステムに与える影響の分
析、及び必要な対応を支援します。
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システム対応のポイント
ITシステムへの対応を進めるにあたり、特に以下の3つのポイントが重要となります。トーマツではこれらのポイントを

踏まえた助言・指導サービスを提供し、効率的で投資効果の高いIFRS導入の実現を支援します。

他のシステム投資との整合
IFRS導入では、ITシステムへの投資を伴う可能性が高くなります。同時に企業はビジネス

戦略を実現するためのシステム投資も不可欠です。単に制度対応をするのみならず、

IFRS対応と企業戦略を整合させ、経営管理システムとして高度化・効率化を図りシステム

投資効果を最大化することが重要となります。

また、企業では大小さまざまなシステムプロジェクトが計画されており、これらのプロ

ジェクトとの連携を図り、重複投資の発生を避けることにも留意が必要です。

タスクの可視化
IFRS導入におけるITシステムへの対応は、長期間のプロジェクトとなり、時間的な制約が

厳しくなることが予想されます。その中で、ITシステムへの対応を確実に進めるために

は、必要なタスクを網羅的に洗い出し、実現可能性の高いロードマップを設計し、各工程

で必要となる予算および要員を適切に確保することが必要です。

同時に、ITシステムへの対応を計画的に進め、確実にプロジェクトを成功に導くために

は、未確定の基準（不確実な要素）に対しても柔軟に対応できる計画とし手戻りを最小限

に留めることが必要となります。

会計基準と整合したシステム実装
IFRS導入では、会計基準と会計方針、業務プロセス、ITシステムの各々が整合することが

必須です。

会計基準に従った会計方針を策定することはもちろんのこと、IFRSに対応した会計数値

を収集するために必要な機能を実装することが重要となります。
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